
財務諸表に対する注記 

 

 

１．重要な会計方針  

｢公益法人会計基準｣(平成20年4月11日 平成21年10月16日改正 内閣府公益認定等委員 

会)を適用している。 

 

（１）有価証券の評価基準及び評価方法 

満期保有目的の債券：償却原価法（定額法）によっている。但し、重要性が乏し

いものについては、取得価額により評価している。 

満期保有目的の債券並びに子会社株式及び関連会社株式以外の有価証券 

：期末日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は移動平均 

 法により算定）によっている。 

（２）リース取引の処理方法 

   リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・ 

   リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に 

   よっている。 

（３）消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税込方式によっている。 

 

 

２．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高 

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。 

           （単位：円） 

    科  目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

基 本 財 産 

預金 

投資有価証券 

    

5,140,200 

1,546,674,093 

 

－ 

242,974,422 

      

－ 

－ 

 

 

5,140,200 

1,789,648,515 

小計 1,551,814,293 242,974,422    － 1,794,788,715 

特 定 資 産 

預金 

投資有価証券 

  0 

118,986,646 

9,071,504 

   － 

  － 

9,071,446 

9,071,504 

109,915,200 

小計 118,986,646 9,071,504   9,071,446 118,986,704 

合計 1,670,800,939 252,045,926 9,071,446 1,913,775,419 

 

 

 




